
第７号議案 

 

出力維持等の考慮が必要な電源等の承認手続きの開始について 

 

 

（案） 

 

間接オークション導入後の業務規程第１４６条に準じて、出力維持等の考慮が必

要な電源等の承認に係る申請様式を、別紙１のとおり作成し、別紙２のとおり公表

する。また、間接オークション導入後の送配電等業務指針第２０９条に準じて提出

される申請の受け付けを開始する。 

 

 

 

【添付資料】 

 

 別紙１：間接オークションの導入に向けて出力維持等の考慮が必要な電源等の申

請書 

 

別紙２：ウェブサイト公表文  

 

以 上 

電力広域的運営推進機関



 

別紙１ 申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期固定電源、系統運用電力、潮流調整電力用 

  

電力広域的運営推進機関



 

 

 

平成   年  月  日 

電力広域的運営推進機関 御中 

 

申請者住所 

名称および 

代表者の氏名                  ［印］ 

 

出力維持等の考慮が必要な電源等の承認等申請書 

（ 新規承認 ・ 変更承認 ・ 承認取消 申請）注２ 

 

送配電等業務指針第２０９条又は第２１４条の規定に基づき、下記の電源等について、出力維持

等の考慮が必要な電源等の 新規承認 ・ 変更承認 ・ 承認取消  を申請注３します。 

 

記 

 

１． 申請に係わる電源等 

 電源等の名称(又は承認番号)注４ 電源等区分 

その１   

その２   

その３   

 

２． 連絡先 

(ア) 部署名： 

(イ) 担当者： 

(ウ) 電話番号： 

(エ) 電子メールアドレス： 

 

３． 添付様式 

様式１－２に必要事項をご記載いただき、申請書と合わせ提出してください。 
 

 (注) 
１） 本申請書は、電源等区分１、３－１、４及び５専用です。電源等区分２及び３－２は様式２－１をご使用ください。 

電源等区分 電源等 

１ 長期固定電源（原子力、水力（揚水式を除く。）又は地熱） 

２ 運転中の発電機出力が連系線の運用容量に影響を与える電制電源 

３－１ 電気の受給契約等（長期固定電源から電気を調達する契約等） 

３－２ 同上（連系線の運用容量に影響を与える電制電源から電気を調達する契約等） 

４ 法第２４条第１項に定める系統運用電力に係る契約 

５ 流通設備の作業停止に伴う潮流調整電力に係る契約 

 

２） 申請区分に応じて、新規承認、変更承認又は承認取消（以下「承認等」という。）のいずれかを、○で囲んでく

ださい。 

３） 申請者はスポット売り入札を行う事業者です。 

４） 変更承認申請及び承認取消を申請する場合は、「電源等の名称」の欄に承認番号を記載してください。 

様式１－１注１ 

電力広域的運営推進機関



 

申請の内容を記載した書面注１ 

 

１．関連番号    ［その     ］ 

２．電源等区分       ［ １、 ２、 ３－１、 ３－２、 ４、 ５ ］ 

３．承認等希望年月日    ［西暦：   年   月   日］ 

４．スポット取引に関する情報 

(1) 事業者名称      ［     ］ 

(２) 事業者コード      ［     ］ 

(３) 電源等保有者区分    ［ 託送供給契約者、発電契約者、一般送配電事業者 ］ 

(４) スポット取引コード（送電側） ［需要 BGコード：   、計画提出者コード：   ］ 

５．電源種別       ［ 原子力 ・ 水力 ・ 地熱 ］ 

６．認可最大電力、連系線利用実績又はスポット約定（取引予定）量注２の最大値 

   (1) 内訳       

          認可最大電力    連系線利用実績またはスポット約定（取引予定）量の最大値 

・                  ［ｋＷ］                       ［ｋＷ］ 

   ・                  ［ｋＷ］                       ［ｋＷ］ 

    合計               ［ｋＷ］                       ［ｋＷ］ 

   (2) 資料番号注３、４    その   －     、 その   －                    

 

７．電源設備（発電機毎） 

(1) 発電者                                  

   (2) 発電所所在地                     （○○エリア） 

   (3) 発電所名およびユニット名 

                                         

(4) 定格出力[kW]                              

(5) 所内電力[kW]                              

(6) 系統コード                                

(7) 契約識別番号２                             

(8) 所属する発電ＢＧコード                         

(9) 所属する発電ＢＧ名                            

(10) 契約識別番号１                              

   (11) 資料番号    その   －     、 その   －                   

 

８．発電所又は発電機の運転実績または電源等の運用状況がわかる資料 

         ［資料番号 その   －   、 その   －   ］ 

９．需要地域    ［資料番号 その   －   、 その   －   ］ 

１０．対象発電所            ［資料番号 その   －   、 その   －   ］ 

１１．系統図と運用の説明図     ［資料番号 その   －   、 その   －   ］ 

１２．電気の受給契約等注５       ［資料番号 その   －     ］ 

１３．電力の運用に関する契約    ［資料番号 その   －     ］ 

１４．その他の説明事項 

様式１－２注１ 

電力広域的運営推進機関



 

（１）○○について     ［資料番号 その   －     ］ 

（２）○○について     ［資料番号 その   －     ］ 

 

(注) 
１） 申請された電源等毎に本紙を作成し、申請電源の電源等区分毎に○印をつけた項目を記載及び資料を添付

してください。□印は、電源を構成する発電所が複数ある場合、または電源の運用が複雑な場合に資料を添

付してください。 

 電源等区分 １ 3-1 ４ ５ 

様式 1-２ スポット取引に関する情報（事業者名称～スポット取引コード

（送電側）） 

○ ○ ○ ○ 

 電源種別 ○ ○   

 認可最大電力 ○ ○   

 連系線利用実績またはスポット約定（取引予定）量（過去２年

間）の最大値 

○ ○ ○ ○ 

 電源設備（発電機毎） ○ ○   

 発電所もしくは発電機の運転実績または電源等の運用状況

がわかる資料（過去２年間） 

○  ○ ○ 

追加資料 需要地域   ○  

 対象発電所    ○ 

 系統図と運用の説明図 □  ○ ○ 

 電気の受給契約又は同一事業者内の計画等注５  ○   

 一般送配電事業者間の電力の運用に関する契約   ○ ○ 

 

２） 既存電源の場合は連系線利用実績又はスポット約定実績の過去２年間の最大値、新規電源の場合は先行１

年間のスポット約定予定量を記載してください。 

３） 資料番号は、通し番号とし、（例）「その１－０１」の様に記載してください。 

４） 資料を追加する場合、基となる申請明細書の添付資料一覧において付した番号の、末尾番号に追加する番

号を、（例）「その１－０２」の様に付けてください。 

  

電力広域的運営推進機関



 

 

５）電源等区分が、３－１を申請する場合、市場入札される電気が申請された電源からの電気であることを確認する

ため、①電気の受給契約又は②同一事業者内の計画等が必要となります。契約形態別に、下表にしたがって、

必要資料を提出してください。 
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電制電源用 
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平成   年  月  日 

電力広域的運営推進機関 御中 

 

申請者住所 

名称および 

代表者の氏名                  ［印］ 

 

出力維持等の考慮が必要な電源等の承認等申請書 

（ 新規承認 ・ 変更承認 ・ 承認取消 申請）注２ 

 

送配電等業務指針第２０９条又は第２１４条の規定に基づき、下記の電源等について、出力維持

等の考慮が必要な電源等の 新規承認 ・ 変更承認 ・ 承認取消  を申請注３します。 

 

記 

 

１． 申請に係わる電源等 

 電源等の名称(又は承認番号)注４ 電源等区分注５ 

その１   

その２   

その３   

 

２． 連絡先 

(ア) 部署名： 

(イ) 担当者： 

(ウ) 電話番号： 

(エ) 電子メールアドレス： 

 

３． 添付様式 

様式２－２に必要事項をご記載いただき、申請書と合わせ提出してください。) 

 
 (注) 
１） 本申請書は、電源等区分２及び３－２専用です。電源等区分１、３－１、４及び５は様式１－１をご使用ください。 

電源等区分 電源等 

１ 長期固定電源（原子力、水力（揚水式を除く。）又は地熱） 

２ 運転中の発電機出力が連系線の運用容量に影響を与える電制電源 

３－１ 電気の受給契約等（長期固定電源から電気を調達する契約等） 

３－２ 同上（連系線の運用容量に影響を与える電制電源から電気を調達する契約等） 

４ 法第２４条第１項に定める系統運用電力に係る契約 

５ 流通設備の作業停止に伴う潮流調整電力に係る契約 

  

様式２－１注１ 

電力広域的運営推進機関



 

 

２） 申請区分に応じて、新規承認、変更承認又は承認取消（以下「承認等」という。）のいずれかを、○で囲んでく

ださい。 

３） 申請者はスポット売り入札を行う事業者です。 

４） 変更承認申請及び承認取消を申請する場合は、電源等の名称の欄に承認番号を記載してください。 

５） 承認にあたっては、別紙「電制電源（電源等区分 2 又は 3-2）で申請される事業者さまへのお願い」に記載す

る事項にご協力いただくことを前提としますので、あらかじめ、別紙の内容について十分ご理解いただいた上

で、申請を行ってください。 
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申請の内容を記載した書面注１ 

 

１．関連番号    ［その     ］ 

２．電源等区分       ［ １、 ２、 ３－１、 ３－２、 ４、 ５ ］ 

３．承認等希望年月日    ［西暦：   年   月   日］ 

４．スポット取引に関する情報 

(1) 事業者名称      ［     ］ 

(２) 事業者コード      ［     ］ 

(３) 電源等保有者区分    ［ 託送供給契約者、発電契約者、一般送配電事業者 ］ 

(４) スポット取引コード（送電側） ［需要 BGコード：   、計画提出者コード：   ］ 

５．認可最大電力、連系線利用実績またはスポット約定（取引予定）量注２の最大値 

   (1) 内訳       

          認可最大電力    連系線利用実績またはスポット約定（取引予定）量の最大値 

・                  ［ｋＷ］                       ［ｋＷ］ 

   ・                  ［ｋＷ］                       ［ｋＷ］ 

    合計               ［ｋＷ］                       ［ｋＷ］ 

   (2) 資料番号注３、４    その   －     、 その   －                    

 

６．電源設備（発電機毎） 

(1) 発電者                                  

   (2) 発電所所在地                     （○○エリア） 

   (3) 発電所名およびユニット名 

                                         

(4) 定格出力[kW]                              

(5) 所内電力[kW]                              

(6) 系統コード                                

(7) 契約識別番号２                             

(8) 所属する発電ＢＧコード                         

(9) 所属する発電ＢＧ名                           

(10) 契約識別番号１                              

   (11) 資料番号    その   －     、 その   －                   

 

７．発電所もしくは発電機の運転実績または電源等の運用状況がわかる資料 

         ［資料番号 その   －   、 その   －   ］ 

８．電源制限装置の説明図    ［資料番号 その   －   、 その   －   ］ 

９．電気の受給契約等注５       ［資料番号 その   －     ］ 

１０．その他の説明事項 

（１）○○について     ［資料番号 その   －     ］ 

（２）○○について     ［資料番号 その   －     ］ 

  

様式２－２注１ 

電力広域的運営推進機関



 

 

(注) 
１） 申請された電源等毎に本紙を作成し、申請電源の電源等区分毎に○印をつけた項目を記載および資料を添

付してください。 

 電源等区分 ２ 3-2 

様式２－１ スポット取引に関する情報（事業者名称～スポット取引コード（送電側）） ○ ○ 

 認可最大電力 ○ ○ 

 連系線利用実績またはスポット約定（取引予定）量（過去２年間）の最大

値 

○ ○ 

 電源設備（発電機毎） ○ ○ 

 発電所もしくは発電機の運転実績または電源等の運用状況がわかる資

料（過去２年間） 

○  

追加資料 電源制限装置の説明図 ○ ○ 

 電気の受給契約又は同一事業者内の計画等注５  ○ 

 

２） 既存電源の場合は連系線利用実績またはスポット約定実績の過去２年間の最大値、新規電源の場合は先行

１年間のスポット約定予定量を記載してください。 

３） 資料番号は、通し番号とし、（例）「その１－０１」の様に記載してください。 

４） 資料を追加する場合、基となる申請明細書の添付資料一覧において付した番号の、末尾番号に追加する番

号を、（例）「その１－０２」の様に付けてください。 

  

電力広域的運営推進機関



 

 

５）電源等区分が３－２を申請する場合、市場入札される電気が申請された電源からの電気であることを確認するた

め、①電気の受給契約または②同一事業者内の計画等が必要となります。契約形態別に、下表にしたがって、

必要資料を提出してください。 
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別 紙 

 

電制電源（電源等区分 2又は 3-2）で申請される事業者さまへのお願い 

 

 

(ア)  翌々日の運用容量の算出のため、前々日の 12時までに、翌日発電販売計画の様式を使

用して、申請された電源等の発電計画（以下、発電計画という。）を提出してください。 

 

(イ)  翌々日の運用容量が公表された以降は、送配電等業務指針第 209条の 2第１項で定める

場合を除き、発電計画の変更はできません。 

 

(ウ)  前々日 12時以降に、発電トラブルや系統故障等により発電計画が減少変更になる場合、

または作業停止期間の延長や試運転計画の前倒し等により発電計画が増加変更になる場合

は、速やかに当機関と接続エリアの一般送配電事業者へ電話および電子メール※で連絡する

とともに、変更する値で発電計画を当機関へ再提出してください。 

 

(エ)  計画提出システムのトラブル等により、前々日 12時までの発電計画の提出が遅れることが

見込まれた場合は、提出遅れが見込まれると判断した時点で、速やかに当機関と接続エリア

の一般送配電事業者へ電話および電子メール※で連絡するとともに、当機関と接続エリアの

一般送配電事業者へ電子メール※で発電計画を提出してください。 

 

※ 当機関へは、「計画受付問い合わせ窓口」にメールしてください（メールタイトルは、「（電制

電源）＊＊＊」としてください。）。 

 

 

(オ)  承認内容に変更があった場合には、送配電等業務指針 214条第 2項に基づき、承認内容

を変更する年度の前々年度末までに、変更申請をしてください。 

 

(カ)  申請者と発電計画の提出者が異なる場合は、発電計画の提出者も上記事項を遵守いただ

けることを確認のうえ、申請してください。 

以上 

 

 

 

電力広域的運営推進機関



 

 別紙２  

 

 

更新日：2018 年 5 月 9 日 

 

 

当機関は、間接オークション導入後の業務規程第 146 条に準じて、前日スポット取引において出力維持等を考慮した約

定※の対象として取り扱うべき電源又は契約（以下、「電源等」という。）の申請の受付を開始します。 

申請の要否は、電源等を有する託送供給契約者、発電契約者又は一般送配電事業者たる会員（以下、「電源等保有者」

という。）の判断によるものであり、必須ではありません。承認を希望する場合は、間接オークション導入後の送配電等業務

指針第 209条に準じて、下記要領にて申請をお願いします。 

 

※ 他の電源に比べて優先的に約定されますが、約定価格面で優遇されることはありません。 

 

1. 承認の対象となる電源等 

電源等保有者の以下の電源等が対象となります。 

1. 長期固定電源（原子力、水力（揚水式を除く。）又は地熱） 

2. 運転中の発電機出力が連系線の運用容量に影響を与える電源制限装置を有する電源 

3. 電気の受給契約（上記 1．及び 2．の電源に係る電気を含むものに限る。）又は当該受給契約に代わる同一事業

者内の計画等 

4. 電気事業法第２４条第１項に定める供給区域外に設置する電線路による託送供給に係る一般送配電事業者た

る会員の間で行われる電力の運用に係る契約 

5. 流通設備の作業停止に伴い一般送配電事業者たる会員の間で行われる電力の運用に係る契約 

2. 申請手続 

申請手続の方法 

「申請書」を作成し、当機関に郵送(※)にて提出ください。 

※メール、FAX等、本書以外での提出は受理できません。持参されても、書類確認等のため、その場で受付を行うことがで

きない場合があります。 

 申請書 (325KB)  ※添付略 

ウェブサイト公表文 

間接オークションの導入に向けて出力維持等の考慮が必要な電源等の申請につい
て 

電力広域的運営推進機関

https://www.occto.or.jp/renkeisenriyou/files/shinseisyo.doc
https://www.occto.or.jp/renkeisenriyou/files/appx1_shinsei_youshiki_20160401.doc


 

 別紙２  

提出期限 

2018年 6月 29日 17時必着 

 

提出先 

〒135-0061  東京都江東区豊洲 6-2-15 

電力広域的運営推進機関 運用部 需給運用グループ 

  

3. 審査期間および電源等の承認が有効となる日 

審査期間（審査結果の通知を含む） 

2018年 7月 2日から 2018年 8月 31日まで（予定） 

電源等の承認が有効となる日 

間接オークション導入日（2018年 10月を予定） 

その他 

・ 「申請書」に記載の業務規程及び送配電等業務指針の各条項は、間接オークション導入後のものです。 

関連リンク： http://www.occto.or.jp/article/index.html （業務規程・送配電等業務指針） 

 

・間接オークション導入日が正式に決まり次第、当機関のウェブサイトにてお知らせします。 

 

・間接オークション導入日以降は、申請を随時受け付けます。 

 

お問い合わせ 

本件に関し、ご不明な点がございましたら、下記の問合せ窓口までご連絡をお願いします。 

 

電力広域的運営推進機関 運用部 需給運用グループ 

住所：〒135-0061 東京都江東区豊洲 6-2-15 

電話：03-6632-0906 

電子メール：  

電力広域的運営推進機関

http://www.occto.or.jp/article/index.html
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